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無料宿舎の運用について（通知）

標記について、即応態勢の確保の観点から、緊急参集態勢の強化を図
るため、下記のとおり定められ、平成２６年４月１日から適用すること
とされたので通知する。

（無料宿舎を貸与される職員）
１ 無料宿舎（国家公務員宿舎法（昭和２４年法律第１１７号）第１２
条第１項第１号に規定する無料宿舎をいう。以下同じ。）を貸与され
る職員は、国家公務員宿舎法施行令（昭和３３年政令第３４１号）第
９条第１号ホに規定する自衛隊に勤務する隊員であって、次の各号に
掲げる者のうち、同条の規定に基づき防衛大臣が財務大臣に協議して
指定する者とする。
（１）自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第６章に規定する自衛

隊の行動に際し、自衛隊の部隊及び機関（以下「部隊等」という。）
の即応態勢を維持するために必要とされる部隊等の長及びこれを
補佐する隊員

（２）各幕僚監部（統合幕僚監部にあっては、統幕学校を除く。）に
所属する隊員で自衛隊法第６章に規定する自衛隊の行動に係る業
務に従事する隊員

（３）航空救難に関する訓令（昭和３５年防衛庁訓令第５６号）第２
条に規定する航空救難業務に従事する隊員

（４）航空救難、緊急空輸又は災害派遣等のための待機を命じられる
隊員



（５）船舶に乗組を命ぜられた隊員
（６）前各号に掲げるもののほか、職務の遂行上、部隊等の近傍に居

住する必要があると人事教育局長が認める隊員

（無料宿舎の貸与の条件）
２ 無料宿舎を貸与された隊員は、その勤務する官署に近接（おおむね
２キロメートル以内に所在）する無料宿舎に居住し、当該官署への緊
急参集を命ぜられた場合には、おおむね３０分以内を目途として、直
ちに参集しなければならない。

（無料宿舎の管理運営）
３ 無料宿舎の適切な管理運営を行うため、入退去の徹底、不在時にお
ける緊急連絡体制の確立、遠方に外出する場合の許可制の導入その他
必要な措置を講じるものとし、その細部については、無料宿舎を貸与
された隊員の所属長（陸上自衛隊の部隊等に所属する隊員である場合
にあっては陸上幕僚長、海上自衛隊の部隊等に所属する隊員である場
合にあっては海上幕僚長、航空自衛隊の部隊等に所属する隊員である
場合にあっては航空幕僚長）が、それぞれ定めるものとする。

（今後の見直し）
４ 本通知は、中期防衛力整備計画（平成２６年度～平成３０年度）期
間中に実施する緊急参集態勢の見直しを踏まえ、必要に応じて見直す
ものとする。


